
令和４年度第１回 

大分県 品安全推進県 会議 
 
日 時   令和４年７月２８日（木） １０ ００ １１ ３０ 
場 所   大分県庁舎新館 5 階 ５１会議室 及び Zoom ミーティング 

 
 
 
 

【 次   第 】 
 

 
１ 開 会 
 
２ 委嘱状交付 
 
３ あいさつ 
   
４ 委員自己紹介 
 
５ 会 、副会 選出 
 
６ 議 事 

（1） 大分県食の安全・安心確保推進体制について 

（2） 第５次大分県食品安全行動計画の取組状況について 

令和３年度取組状況と令和４年度食の安全・安心関連事業当初予算 

（3） 第６次大分県食品安全行動計画の策定について 
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食の安全・安心確保に関する情報を共有し相
互理解を深め、施策について意見を表明す
る

＜構成＞
消費者、生産・製造者、流通・販売者の
代表及び学識経験者等

食育の推進に関する施策の総合的かつ計画
的な実施を図る

＜構成＞
家庭・消費、学校･保育所、地域・食文化、
市町村・県、生産・流通、調査･研究・情報
等各分野の関係者

食品安全推進県民会議
（条例に基づきH17.10.1設置）

食育推進会議
（大分県食育推進条例に基づきH28.4.1設置）

施策の提言 施策の提言
施策の提示
情報の公開

施策の提示
情報の公開

大分県食の安全確保推進体制

（大分県食の安全確保・食育推進本部設置規程に基づきH28.4.1設置）

食の安全確保・食育推進本部会議

食の安全・安心の確保のため及び食育の推進のための総合的な施策を推進する

＜構成＞本部長 ：副知事
副本部長：生活環境部長・農林水産部長
本部員 ：企画振興部長・福祉保健部長・商工観光労働部長・教育長・警察本部生活安全部長
事務局 ：生活環境部

食の安全確保・食育推進本部

食の安全確保推進幹事会

食の安全・安心に関する事項及び関係部局
における具体的対策を検討するとともに、関
係部局相互の協力体制の整備を図る

＜構成＞幹事長：生活環境部審議監
幹事：２２の関係各課室長

食育推進幹事会

食育の推進に関する基本的事項及び関係
部局における具体的対策を検討するとともに、
関係部局相互の協力体制の整備を図る

＜構成＞幹事長：生活環境部審議監
幹事：１９の関係各課室長

連携
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大分県食品安全推進県民会議 
 
 
１ 大分県食品安全推進県民会議とは、 
平成１５年９月２２日に消費者、生産・製造者、流通・販売者が一体となって

食品の安全確保を図るため、食品関係者が一堂に会する「県民会議」が設置され

た。 
その後、県民会議は「大分県食の安全・安心推進条例（平成１７年４月１日施

行）」 で規定され、知事の附属機関となった。 
 
２ 県民会議の内容 
（１）情報の共有と相互理解 
食の安全性等に関する情報を共有するとともに、消費者、生産者等が各

々の立場を相互理解し、正しい認識の醸成を図る機会とする。 
（２）意見の表明 
① 情報の共有と相互理解及び主体的な取組によって得られた協議結果を

推 進本部に意見として表明する。 
② 県が広く意見を求めるために公表または提示した食の安全・安心確保

に 関する施策及び結果について協議し、意見を集約して推進本部に表

明する。 
 
３ 県民会議の委員 
・消費者代表・・・２名 

・生産・製造者代表・・・３名        

・流通・販売者代表・・・３名 

・学識経験者・・・３名        計１１名  

 
４ 県民会議委員の任期 
委員の任期は、２年間 
第１０期は、令和３年１０月１日～令和５年９月３０日 

 
５ 県民会議の開催 
年２回   
現地視察 
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施策名 項目 指標 担当課室

1 食品安全推進県民会議の設置 県民会議回数 2回/年 食品･生活衛生課

2 食育推進会議の設置 推進会議回数 2回/年 食品･生活衛生課

3
GAP認証及び安心いちばんおおいた産農産物認証制度の拡
大

認証経営体数（累計） 880（経営体） 地域農業振興課

4 農産物「安心おおいた直売所」取組宣言の推進 認証直売所数（累計） 115（軒） 地域農業振興課

5 ＢＳＥ検査と処理体制の整備 ９６ヶ月以上の死亡牛検査率 100% 畜産振興課

6 ＢＳＥ防止のための飼料の安全性の確保
生産者検査件数
飼料検査件数

36件/年
12件/年

畜産技術室

7 動物用医薬品の安全な販売と適正使用の徹底
動物用医薬品検査回数
販売者立入件数

1回/年
20件/年

畜産振興課

8 家畜衛生技術の普及 調査回数 20回/年 畜産振興課

9 家畜衛生管理システムの導入 農家指導回数 20回/年 畜産振興課

10 鶏卵の衛生管理の徹底 調査回数 20回/年 畜産振興課

11 水産用医薬品の適正使用の徹底 指導書発行および巡回指導回数 60回/年 水産振興課

12 貝毒の発生監視調査の実施 プランクトン調査地点数 6地点/年 漁業管理課

13 簡易法を用いた貝毒監視体制の強化 貝毒検査地点数 6地点/年 漁業管理課

14 貝毒の毒化軽減手法の指導、普及 実施養殖業者率 100% 漁業管理課

15 県産養殖ヒラメの安全性の強化 実施養殖業者率 100% 水産振興課

16 製造・販売・飲食等施設の監視・指導 食品衛生監視指導計画に基づく監視率 100% 食品･生活衛生課

17 食品収去検査の実施 食品衛生監視指導計画に基づく検査率 100% 食品･生活衛生課

18 ＢＳＥ検査の実施 検査対象牛の検査率 100% 食品･生活衛生課

19 健康食品等の監視・指導 検査件数 5件/年 薬務室

20 狩猟者に対する衛生指導の徹底 研修会実施回数 3回/年 森との共生推進室

21 学校給食に対する衛生指導の徹底 講習会実施回数 4回/年
食品・生活衛生課
体育保健課

22 輸出畜水産物の衛生確保対策の徹底 対ＥＵ輸出水産食品取扱施設の監視回数 1回/月 食品・生活衛生課

23 ＨＡＣＣＰシステムの知識の普及、導入促進 民間指導者数（累計） 60人 食品・生活衛生課

24 適正な食品表示のための情報提供、指導 講習会実施回数 20回/年 食品･生活衛生課

25 乾しいたけ適正表示の促進 ウォッチャー設置人数 10人/年 林産振興室

26 食品適正表示推進者の育成 講習会実施回数 1回/年 食品･生活衛生課

27 牛トレーサビリティ制度の円滑な運用 耳標装着率 100% 畜産技術室

28 消費者と食品事業者の相互理解の推進 開催回数 60回/年 食品・生活衛生課

29 食の安全こども教室の実施
参加者数（組）
(R2までは手洗い教室の開催回数）

20人 食品・生活衛生課

30 食の安全・安心情報の提供 情報提供回数 1回/月 食品・生活衛生課

31 安全・安心な魚のＰＲ活動 実施校数 4校/年 水産振興課

32 おおいた食育人材バンクの活動運営 バンク登録人数（累計） 100人 食品・生活衛生課

33 学校給食での地産地消の推進 「学校給食１日まるごと大分県」実施回数 1回/年 体育保健課

第５次計画活動指標（2018～2022年度）
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令和3年度の主な食品安全に係る事例

事例 県の対応

発生日　：令和3年6月 ＜県の対応＞

原因施設：臼杵市内の高齢者福祉施設 営業者に対して以下を指導。

患者数　：8名 ・ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理を実施すること。

原因食品：給食 ・肉類は、中心部まで加熱し、中心温度計で測定した温度を記録すること。

病因物質：カンピロバクター ・検食を保存すること。

判明日　：令和3年7月 ＜県の対応＞

対象品目：さやいんげん 生産者に対して農薬取締法違反に対する注意書を交付。

違反内容：トリフルミゾール 0.11ppm検出 ・適用農作物等を確認し、適正に使用すること。

　　　　　　　　（基準値 0.01ppm） ・農薬使用履歴を記録し、出荷時に記録を提示すること。

・自主回収実施 ・ドリフト被害を防ぐため、作物間の距離を十分にとること。

発生日：令和3年9月 ＜県の対応＞

患者数：３名 家庭内食中毒として処理。

原因食品：ツキヨタケ

発生日　：令和4年2月 ＜県の対応＞

原因施設：由布市内の飲食店 営業者に対して行政処分を行うとともに、以下のとおり指導。

患者数　：５４名 ・２日間営業停止命令（自主休業1日）

原因食品：弁当 ・ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理を実施すること。

病因物質：ウエルシュ菌 ・前日調理を避ける、若しくは保管時の温度管理を適正に行うこと

・施設の規模、能力に応じた製造量を超過しないこと

判明日　：令和４年2月 ＜県の対応＞

対象品目：しゅんぎく 生産者に対して農薬取締法違反に対する注意書を交付。

違反内容：トリフルミゾール 0.05ppm検出 ・適用農作物等を確認し、適正に使用すること。

　　　　　　　　（基準値 0.01ppm） ・農薬使用履歴を記録し、出荷時に記録を提示すること。

・自主回収実施 ・ドリフト被害を防ぐため、作物間の距離を十分にとること。

農薬残留基準
超過

トリフルミゾールの1日摂取許容量（ADI）＝
0.015mg/kg(体重)/day

今回の「春菊」（トリフルミゾール：0.05 ppm）について　⇒
体重60kgの人が今回の春菊を毎日18ｋg食べ続けても、
ただちに健康被害を生ずるものではない。

事例の概要

ウエルシュ菌
食中毒

・やむを得ず完成した食品を保管する場合は、小分けし速やかに１０℃以下
とする又は６５℃以上の温度で保存す ること

事業所から複数人が下痢、腹痛の症状を呈しているとの
届出があり、保健所が調査した結果、由布市の飲食店が
製造した弁当と患者便からウエルシュ菌が検出された。

日田市内の医療機関から、きのこによる食中毒と思われ
る患者が受診しているとの届出があり、管轄保健所が調
査を実施した結果、患者はキャンプ場周辺に生えている
きのこを採取し、調理して喫食したことが判明。大分県農
林水産研究指導センター林業研究部きのこグループで
鑑定した結果、毒きのこの一種であるツキヨタケである可
能性が高いことが判明した。

カンピロバク
ター
食中毒

農薬残留基準
超過

ツキヨタケ
食中毒

毒きのこによる食中毒防止のため、事件の概要を公表し、確実に鑑定され
た食用きのこ以外を食べないよう啓発を実施。

トリフルミゾールの1日摂取許容量（ADI）＝
0.015mg/kg(体重)/day

今回の「インゲン」（トリフルミゾール：0.11 ppm）について
⇒体重60kgの人が今回のインゲンを毎日8kg食べ続けて
も、ただちに健康被害を生ずるものではない。

臼杵市内の医療機関から、上記施設の利用者が発熱・
嘔吐・下痢症状を呈しているとの届出があり、管轄保健
所が調査を実施した結果、患者便から食中毒を引き起こ
すカンピロバクターが検出された。
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【残留農薬基準値超過事故】

【農薬の適正使用に関する取り組み】
1 農薬の適正指導強化

2 農薬指導士の育成

3 GAPの認証拡大

4 農産物「安心おおいた直売所」取り組み宣言の推進

大分県農薬適正使用研修会（仮）

＜目的＞

＜内　容＞

●農薬関係法規等について
（１）農薬取締法、その他関係法規について

（２）農薬取締法違反の事例紹介

●農薬の適正使用及び取扱いについて
（１）農薬使用の安全・安心対策

（２）ドリフト防止対策について

（３）適切な保護具の着用について

●大分県農業協同組合の取組について
（１）大分県農業協同組合の残留農薬自主検査の取組

（２）ＯＣＲシステムによる農薬適正使用チェックの取組

＜OCRシステム＞
あらかじめ決められた用紙に農家が農薬散布に関する情報（農
薬名、倍率等）を書き込み、それを出荷時に農協に提出し、機械
で適正使用をチェックできるシステム

令和３年度　　残留農薬基準値超過事故とその再発防止策について

地域農業振興課

・農薬使用者や関係者等に対し農薬取締法ほか関係法令に基づき遵守す
べき事項について周知徹底
・農薬及びその取扱いに関する正しい知識を広く普及
・農薬の不適正な取扱いやそれに伴う事故等を未然に防止

①令和３年７月 作物：いんげん
発生原因：当該農薬はさやえんどうに登録
があり、いんげんでも使えるとかんちがい

②令和４年２月 作物：しゅんぎく
同ハウス内で栽培していた別品目の農薬
が飛散（ドリフト）

新

公表・自主回収
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大分県食中毒発生状況

令和２年（'20）

1 中部 1.7 40 31 0 弁当 ノロウィルス 飲食店（一般）
患者便８名、調理従事者１検体から
ノロウイルスGⅡを検出した。

2 豊肥 1.25 21 10 0 ヒラメ刺身 クドア・セプテンプンクタータ 飲食店（一般）
患者便３検体中１検体、食品ヒラメ
からクドア・セプテンプンクタータ
を検出した。

3 西部 3.22 10 7 0 鶏の肝刺し カンピロバクター・ジェジュニ 食肉販売店
患者３名の便からカンピロバク
ター・ジェジュニを検出

4 中部 7.6 13 13 0 自家製イオンドリンク 銅 福祉施設 ドリンクから銅を検出

5 西部 9.6 12 11 0 鶏刺し等 カンピロバクター・ジェジュニ 食肉販売店
患者１名の便からカンピロバク
ター・ジェジュニを検出

計 96 72 0

令和３年（'21）

1 中部 6.27 39 8 0 給食 カンピロバクター・ジェジュニ 高齢者入所施設
患者４名の便からカンピロバク
ター・ジェジュニを検出した

2 豊肥 9.29 3 3 0 ツキヨタケ 植物性自然毒 キャンプ（自炊） ツキヨタケを摂食、発症した

3 南部 11.3 1 1 0 クワズイモ 植物性自然毒 家庭（自炊） クワズイモを摂食、発症した

4 豊肥 11.17 25 8 0 給食 ウエルシュ菌 福祉施設
患者便７検体中６検体からウエル
シュ菌の毒素を検出した

計 68 20 0

令和４年（'22） R4.7.14現在

1 大分市 1.21 414 309 0 飲食店提供料理 ノロウイルス 飲食店（弁当）
患者便１０検体、調理従事者便７検
体からノロウイルスＧⅡを検出し
た。

2 由布市 2.82.22 255 54 0 弁当 ウエルシュ菌 飲食店（一般）
患者９名の便からウエルシュ菌を検
出した。

3 臼杵市 4.22 13 4 0 ヒラメ クドア・セプテンプンクタータ 飲食店（一般）

4 大分市 5.1 15 8 0 ヒラメ クドア・セプテンプンクタータ 飲食店（一般）

計 697 375 0

Ｎｏ 保健所名 発生月日 摂食者数 患者数 死者数

Ｎｏ 保健所名 発生月日 摂食者数 患者数

死者数

原因食品 病因物質 原因施設 備考

死者数

Ｎｏ 保健所名 発生月日 摂食者数 患者数 原因食品 病因物質 原因施設 備考

原因食品 病因物質 原因施設 備考
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施　策　名 担当課室 関連する事業名
新規
継続

当初予算額
（千円）

危機管理体制の整備
県民の参画の促進

1 食品安全推進県民会議の運営 食品･生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食の安全・安心確保体制の運営）

A・継 1,351

2 食育推進会議の運営 食品･生活衛生課
次世代へつなぐ食育推進事業費
（食育推進会議の運営）

A・継 546

監視・指導の徹底 3 ＢＳＥ検査と処理体制の整備 畜産振興課 BSE清浄化緊急対策事業 B・継 21,140

4
ＢＳＥ防止のための飼料の安全性の
確保

畜産技術室
畜産振興対策事業費
（流通飼料対策推進事業費）

B・継 110

5
動物用医薬品の安全な販売と適正
使用の徹底

畜産振興課 家畜衛生技術指導事業 B・継 432

6 水産用医薬品の適正使用の徹底 水産振興課
養殖衛生管理指導事業
（魚病診断と対策指導）

B・継 3,804

7 貝毒の発生監視調査の実施 漁業管理課
漁場環境保全推進事業
（貝毒発生監視調査）

B・継 1,536

8
簡易法を用いた貝毒監視体制の
強化

漁業管理課
漁場環境保全推進事業
（貝毒発生監視調査）

B・継 1,536

9 貝毒の毒化軽減手法の指導、普及 漁業管理課
漁場環境保全推進事業
（貝毒発生監視調査）

B・継 1,536

10 県産養殖ヒラメの安全性の強化 水産振興課
安心・安全で環境に優しい養殖推進事業
（県産養殖ヒラメのクドア検査体制の徹底）

B・継 468

自主管理の推進 11 GAP認証の拡大 地域農業振興課 ＧＡＰを活かす産地育成事業 A・継 9,972

12
農産物「安心おおいた直売所」取組
宣言の推進

地域農業振興課
直売所を拠点とした中山間地域農業推進事業
(安心おおいた直売所の推進）

A・継 1,000

13 家畜衛生技術の普及 畜産振興課 家畜衛生技術指導事業 B・継 2,902

14 畜産GAP認証等の取得推進 畜産振興課 畜産GAP取得推進事業 A・継 2,269

15 鶏卵の衛生管理の徹底 畜産振興課 畜産経営阻害疾病特別対策事業 B・継 744

監視・指導の徹底 16
製造・販売・飲食等施設の監視・
指導

食品･生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食の安全確保対策）
食品衛生監視指導推進事業

Ａ・継
B・継

19,964

17 食品収去検査の実施 食品･生活衛生課 食品検査事業 B・継 19,084

18 ＢＳＥ検査の実施 食品･生活衛生課 BSE検査事業 B・継 1,262

19 健康食品等の監視・指導 薬務室 無承認無許可医薬品等対策委託事業 B･継 30

20 狩猟者に対する衛生指導の徹底 森との共生推進室
ハンター確保・養成事業（鳥獣被害総合対策事
業）

A・継 7,755

21 学校給食に対する衛生指導の徹底
食品・生活衛生課
体育保健課

安全・安心学校給食対策事業 B・継 118

22
輸出畜水産物の衛生確保対策の
徹底

食品・生活衛生課 食品衛生監視指導推進事業 B・継 17,925

自主管理の推進 23 ＨＡＣＣＰ導入後の検証の実施 食品・生活衛生課 HACCPフォローアップ事業 A・新 28,168

食品表示の適正化 24
適正な食品表示のための情報提供、
指導

食品･生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食品の信頼性確保対策）

A・継 776

25 乾しいたけ適正表示の促進 林産振興室 乾しいたけ適正表示促進事業 B・継 1,170

26 食品適正表示推進者の育成 食品･生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食品の信頼性確保対策）

A・継 776

トレーサビリティの徹底 27
牛トレーサビリティ制度の円滑
な運用

畜産技術室 予算措置なし － －

情報提供の推進 28
消費者と食品取扱事業者の相互
理解の推進

食品・生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食の安心確保対策）

A・継 234

29 食の安全こども教室の実施 食品・生活衛生課
食の安全・安心推進事業
（食の安心確保対策）

A・継 139

30 食の安全・安心情報の提供 食品・生活衛生課 予算措置なし － -

31 安全・安心な魚のＰＲ活動 水産振興課
安心・安全で環境に優しい養殖推進事業
（安心・安全な魚PR推進事業）

B･継 595

食育の推進 32
おおいた食育人材バンクの活動
運営

食品・生活衛生課
次世代へつなぐ食育推進事業費
（おおいた食育人材バンクの運営）

A・継 1,558

33 学校給食での地産地消の推進 体育保健課 予算措置なし － －

【消費者との相互理解と食育の推進】（消費段階の取組）

令和４年度食の安全・安心確保関連事業

施策目標

【食品安全確保体制の整備】（体制づくりの取組）

【安全・安心な農林水産物生産の推進】（生産段階の取組）

【信頼できる製造・加工・販売体制の確保】（製造・加工・販売段階の取組）

【危機管理に対応できる流通システムの構築】（流通段階の取組）
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食品の安全に密接に関わるHACCP  ＨＡＣＣＰフォローアップ事業 食品の安全に密接に関わるHACCP  ＨＡＣＣＰフォローアップ事業 

②ワークショップ型セミナー（小規模事業者向け）
県内統一したテキスト及びDVDを使 し、演習によりその場で衛 管理計画を完成させ、
HACCP導入を実施→ 約10,000事業者が参加 １４地域226回開催
【成果】最も事業者数が多く、衛 管理計画が簡単な飲 店への導 を他業種より優先した
ことで、サプライヤーの衛 管理意識が向上し、製造業者もHACCPを導 したいという意識が
高まった。

導入に向け以下の取組を実施（R1 R3）

①相談窓口の設置（HACCP専門員の設置）
県内全域にてHACCPの講習を実施（総計72回）
【成果】専 知識を かし、事業者からの相談対応や、個別に施設へ訪問しHACCPの導入
 援を った結果、導 率は9月末時点で88.9%となった。
【内訳】対象事業者数:19,994施設、県内導入施設数: 17,804施設

③HACCPモデル事業
同業者への普及を図るため、先 的なモデル施設を構築
【実績】（旅館・ホテル）４施設、（農産加工品製造業）１施設、（食肉販売業）１施設、
（水産加工製造業）２施設、（魚肉練り製品製造業）１施設、輸出水産製品製造業１
施設、しいたけ加工１施設、漬物製造業１施設
【成果】それぞれの業種の組合内等でモデル施設からの講演等 うことにより、HACCPを導入す
ることへの抵抗がなくなってきている。
④ 間指導者の育成
地域のリーダーとして、各地域でHACCP導 指導を う 材を育成
【実績】別府大学での学生と学ぶHACCP講座により33名育成
【成果】保健所職員のセミナーを補助

課題

食品衛生協会指導
員の周知活動

HACCP運用の確認
保健所の個別指導・指摘

HACCP導入HACCP導入

 間指導者

計画は作成、
記録もして
いる

国際認証を
取得している

HACCPの階段HACCPって
何？？

言葉くらいは
知っている

計画の記
入の作り方
がよくわか
らない

記録の仕方
がよくわか
らない

やってみては
いるが、これ
で合ってるか
心配

計画は作成
したが、記録
がまだ

保健所と食協の導入支援
ワークショップ型セミナー

本当に
 丈夫 

令和3年6月1日

一施設ずつの確実な指導が必要
・計画と現状が合致しているか
・適正な計画と記録かどうか
・科学的根拠に基づいた検証を
 っているか

１ HACCP導入済み施設への巡回指導（17,346千円）

２ 衛生管理計画作成セミナーの開催とWeb HACCP （7,455千円）
・地域,組合単位における衛生管理計画作成セミナーの開催（5,387千円）

一施設ずつの現地確認・指導について

新規事業者への導入支援・講習会の開催

情報発信基盤システムの維持
３ クラウドデータ管理費（3,366千円）
・HACCPランクに応じた施設毎の情報を管理

・HACCP専門員による民間指導者のスキル維持

衛 管理計画を作成するツールに業種を追加し、ウェブ上にできる機能を充実させるよう
Web HACCPを改修

・Web HACCPを利用した衛生管理計画の作成補助（2,068千円）

R4年度の内容

 HACCPの確実な定着を通じた食中毒の防止
 保健所業務の負担軽減

・食品衛生協会指導員や民間指導者によるHACCPフォローアップ

（地方創生推進交付金1/2補助）

１ 導入したHACCPの形骸化を防ぎ、確実に定着させるためのフォローが必要
２ 指摘事項改善に時間と労 を要するため、保健所業務の負担軽減が必要

・HACCP義務化以降、計画に不備があった施設で 中毒事件が全国で発生
（県内では毎年5件程度の 中毒事件が発 直近事例  杵市給 施設（記録不備））
・事業者からHACCPの運 に関して不安の声が上がっている
毎 記録しているが、初めての制度なのでやり が合っているか不安
導入したが効果が出ているのか分からない
⇒HACCPの運 が不 分だと 中毒防 につながらない

・R3.6からHACCPの運 が義務化され、保健所は事業者毎に内容が異なるHACCPの
確認を うこととなった。
・R3.11までの許可更新時の調査で1,241施設中577施設、延べ980件の指摘
（指摘割合 46.5% 重 な指摘の割合 11.0％）
⇒指摘事項を改善させるため、保健所は事業者に対し訪問・指導を う必要

H.28～H.30

R.1～

R.1～

R.4～

3,700件/年
※食品衛生協会指導員 食品衛生協会に所属している食品取扱事業者

運用状況の確認や専門的知識の必要がない軽微な指摘を行う
※民間指導者 R3年度までの事業で県が養成した事業者

保健所職員と同等の専門的知識を有しており、食品衛生協会指導員の確認により
重大な指摘事項が見つかった事業者を訪問、指摘事項の改善状況の確認等を行う

※HACCP専門員 食品衛生協会に勤務している県職員OB（獣医師）で民間指導者へ指導を行う
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第６次大分県食品安全行動計画の策定について

【これまでの取組】
平成１７年３月

大分県食の安全・安心推進条例

（2006 2011年度）
第１次・第２次

大分県食品安全行動計画

（主な取組）
○食の安全確保：監視指導、自主管理、
危機管理体制の整備
○食の安心確保：信頼の確保、情報開示、
食育

（2012 2017年度）
第３次・第４次

大分県食品安全行動計画

（主な取組）
• 食品安全確保体制の整備
• 安全・安心な農林畜水産物生産の推進
• 信頼できる製造等体制の確保
• 危機管理に対応できるシステムの構築
• 消費者との相互理解と食育の推進

【第５次計画】

食の安全を取り巻く状況

・未加熱または加熱不十分な食品による
食中毒の発生
・県産農林畜水産物の輸出の拡大
・大規模イベントの開催
・ＨＡＣＣＰの制度化
・食品表示法の改正

（2018 2022年度）
第５次大分県食品安全行動計画

（主な取組）
• ＧＡＰ認証制度の拡大
• 輸出農水産物の衛生確保対策の徹底
• 大規模イベントに向けた衛生対策
• ＨＡＣＣＰシステムの導入推進
• 適正な食品表示のための情報提供・監
視・指導

【第６次計画】

食の安全を取り巻く状況

• 新型コロナウイルス感染症の流行に
よる食生活の変化

• 化学物質や植物性自然毒による食中
毒や大規模食中毒の発生

• 改正食品衛生法の施行（許可業種の
見直し、HACCP導入の義務化）

• 自主回収報告制度の創設
• 食品関連事業者のSDGｓへの取組の
活発化

• 県内外での産地偽装事件の発生
• 動物用医薬品の不適正使用
• 鳥インフルエンザの発生

（2023 2027年度）
第６次大分県食品安全行動計画

新計画策定のポイント
① 自主的な取組の推進（行政、事業者、
消費者）
② SDGs達成のための取り組みの支援

生産から消費までフードチェーンに基づいた対策
視点１ 食の安全・安心確保のための体制の整備
視点２ 生産から消費までの一貫した食品の安全性の確保
視点３ 関係者の相互理解による信頼関係の確立と県民との協働活動
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主要スケジュール ワーキンググループ 事務局

第１回食の安全確保推進幹事会（書面開催）

第１回ＷＧ(6/14)

個別協議（素案、活動指標作成）

第１回大分県食品安全推進県民会議(7/28) 県民会議（総論について）

第２回WG 素案まとめ

大分県食品安全推進県民会議現地視察 個別協議（素案修正） 県民会議（進捗状況報告）

第2回食の安全確保推進幹事会 幹事会（素案について）

計画案作成

第４回定例会 パブコメ事前協議（広報広聴課）

パブコメ実施（１ヶ月程度）

第２回大分県食品安全推進県民会議 県民会議（計画案について）

パブコメ集約

概要版作成、印刷発注

第１回定例会

公表 公表

第６次大分県食品安全行動計画策定スケジュール  （案）

2月

3月

12月

1月

10月

11月

8月

9月

６月

7月

４月

５月
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